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 平成22年度以降に、元請けとして完成・
引渡しが完了した上記の要件を満たす
工事の現場に従事した経験を有すること。
ただし、共同企業体にあっては、構成員の
うち１社の主任技術者又は監理技術者が上
記の工事経験を有していればよい。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習終了証を有する者
又はこれに準ずる者であること。

 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に情報通信研究機構から「情報通信
研究機構における契約に係る指名停止等の措
置要領（平成29年３月31日16細則第18号）」に
基づく指名停止の措置及び総務省又は他府省
等における指名停止の措置を受けている期間
中でないこと。ただし、総務省又は他府省等
における処分期間については、当機構の処分
期間を超過した期間は含めない。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面
において関連がある建設業者ではないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（資本関係又は人的
関係がある者のすべてが建設共同企業体の代
表者以外の構成員である場合を除く。詳細は
入札説明書による）。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

３ 入札手続等
 担当部局 〒1848795 東京都小金井市貫
井北町４２１ 情報通信研究機構財務部
契約室役務・工事契約チーム（板井）電話
0423277443
 入札説明書等の交付期間、交付場所及び交
付方法 令和３年１月８日（金）から令和３
年２月８日（月）までの土曜日、日曜日及び
祝日を除く毎日、９時00分から17時00分まで。
原則として、電子入札システム（工事・建設
コンサルタント）及び電子メールにより電子
データを交付するものとする。
 申請書の提出期間、提出場所及び提出方法
令和３年１月８日（金）から令和３年２月
８日（月）までの土曜日、日曜日及び祝日を

除く毎日、９時00分から17時00分まで。申請
書及び資料は電子入札システムで提出するこ
と。ただし、「紙入札参加承認申請書」により、
当機構の承諾を得て紙入札方式による場合
は、上記の場所に持参又は郵送すること。
 入札及び開札の日時、場所並びに入札書の
提出方法
 入札書は令和３年３月15日（月）17時00
分までに電子入札システムにより提出する
こと。ただし、紙入札方式による場合は、
上記の場所に期限までに持参又は郵送す
ること。
 開札は、令和３年３月16日（火）10時00
分 情報通信研究機構入札室にて行う。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除
 契約保証金 免除。ただし、この契約の
締結と同時に、この契約による債務の履行
を保証する公共工事履行保証証券による保
証（かし担保特約を付したものに限る）を
付すこと。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。
 配置予定技術者の確認 落札者決定後、Ｃ
ＯＲＩＮＳ等により配置予定の主任（監理）
技術者の専任制違反の事実が確認された場
合、契約を結ばないことがある。なお、種々
の状況からやむを得ないものとして承認され
た場合の外は、申請書の差し替えは認められ
ない。
 契約書作成の要否 要
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
３に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記３により申
請書及び資料を提出することができるが、競
争に参加するためには、開札の時において、
当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格
の確認を受けていなければならない。
 詳細は入札説明書による。

５ Summary

 Contracting entity : Tomoyoshi Inoue,

Vice President, Member of the Board of Di‑

rectors, National Institute of Information

and Communications Technology

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of the building for the NICT New

research building at head quarters

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 5 : 00 P.M. 8 February 2021

 Time‑limit for the submission of ten‑

ders : 5 : 00 P.M. 15 March 2021

 Contact point for tender documentation :

Contract Office, Financial Affairs De‑

partment, National Institute of Information

and Communications Technology, 421
Nukui‑Kitamachi Koganei‑shi Tokyo 184
8795 Japan TEL 0423277443

〇第２号
１ 工事概要
、、、、、は、第１号１、、
、、、に同じ。
 工事名 ＮＩＣＴ本部新棟建設工事（電気
設備工事）
 使用する主要な資機材 別途設計図書等に
よる。

２ 競争参加資格
、、、、、、、は、第１号
２、、、、、、、に同じ。
 国立研究開発法人情報通信研究機構の平成
31・32年度一般競争（指名競争）参加資格に
おいて、「電気工事」の「Ａ等級」に認定され
ている者であること。又は国土交通省大臣官
房官庁営繕部、国土交通省大臣官房会計課、
国土交通省各地方整備局の平成31・32年度一
般競争（指名競争）参加資格を有し、「電気設
備工事」若しくは「電気工事業」の認定を受
けており、経営規模等評価結果通知書／総合
評定値通知書の「電気」の総合評定（Ｐ）値
が870以上である者。
 平成22年度以降に元請けとして完成・引渡
しが完了した下記の要件を満たす電気設備
工事（新築）の施工実績を有すること（共同

企業体の構成員としての実績は、出資比率が
20％以上の場合に限る）。
 鉄骨造＋鉄筋コンクリート造又は鉄筋コ
ンクリート造で地上３階以上、延べ床面積
3500以上の建物の新築に係る電気設備
（受変電設備及び電灯設備を含む）工事で
あること。ただし、経常建設工事共同企業
体にあっては、構成員のうち１社の主任技
術者又は監理技術者が上記の工事経験を有
していればよい。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を本工事に専任で配置できること
（詳細は入札説明書による）。
 一級電気工事施工管理技士又はこれと同
等以上の資格を有する者であること。
 平成22年度以降に、元請けとして完成・
引渡しが完了した上記の要件を満たす
工事の現場に従事した経験を有すること。
ただし、共同企業体にあっては、構成員の
うち１社の主任技術者又は監理技術者が上
記の工事経験を有していればよい。

５ Summary
,,, and The same with notice

above (No.1,,, and)
 Subject matter of the contract : Electrical

Construction work of the building for the

NICT New research building at head quar‑

ters
〇第３号
１ 工事概要
、、、、、は、第１号１、、
、、、に同じ。は、第２号１に
同じ。
 工事名 ＮＩＣＴ本部新棟建設工事（機械
設備工事）

２ 競争参加資格
、、、、、、、は、第１号
２、、、、、、、に同じ。
 国立研究開発法人情報通信研究機構の平成
31・32年度一般競争（指名競争）参加資格に
おいて、「管工事」の「Ａ等級」に認定されて
いる者であること。又は国土交通省大臣官房

３ 入札手続等
、、、は、第１号３、、、
に同じ。
 開札は、令和３年３月16日（火）13時
30分 情報通信研究機構入札室にて行
う。

４ その他 第１号４に同じ。
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